
 

 瀬戸市産業廃棄物関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２２年３月２６日 

瀬戸市長 増 岡 錦 也  

瀬戸市条例第１６号 

   瀬戸市産業廃棄物関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関す

る条例の一部を改正する条例 

 瀬戸市産業廃棄物関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整に関する条

例（平成１４年瀬戸市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

   瀬戸市産業廃棄物等関連施設の設置に係る 

   紛争の予防及び調整に関する条例 

   瀬戸市産業廃棄物関連施設の設置に係る紛 

   争の予防及び調整に関する条例 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、産業廃棄物等関連施設の設

置に係る計画の事前公開、紛争のあっせん等に

関し必要な事項を定めることにより、産業廃棄

物等関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整

を図ることを目的とする。 

第１条 この条例は、産業廃棄物関連施設の設置

に係る計画の事前公開、紛争のあっせん等に関

し必要な事項を定めることにより、産業廃棄物

関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整を図

ることを目的とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 産業廃棄物等関連施設 産業廃棄物（廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年

法律第１３７号）第２条第４項に規定する産

業廃棄物をいう。以下同じ。）及び汚染土壌

（土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号。

以下同じ。）第１６条第１項に規定する汚染

⑴ 産業廃棄物関連施設 産業廃棄物（廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第２条第４項に規定する産業

廃棄物をいう。以下同じ。）の積替え・保管

施設（産業廃棄物の収集若しくは運搬を業と

する者、排出事業者又は再生利用業者（廃棄



 

土壌をいう。以下同じ。）の分別、保管、収

集、運搬、再生、処分等の処理の事業の用に

供する施設のうち、規則で定めるものをいう。 

物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭

和４６年厚生省令第３５号）第９条第２号又

は第１０条の３第２号に規定する指定を受け

ようとする者及び既に指定を受けている者を

いう。以下同じ。）が設置する保管場所が１

００平方メートル以上の積替え若しくは保管

を行う施設をいう。）、中間処理施設（廃棄

物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和

４６年政令第３００号。以下「政令」という。）

第７条第１号から第１３号の２までに規定す

る施設又は処分業（最終処分及び海洋投入処

分を除く。）の許可を受けた者が設置する政

令第７条第１号から第１３号の２までに規定

する施設以外の施設をいう。）、最終処分場

（政令第７条第１４号に規定する最終処分場

をいう。）及び再生利用のための施設（再生

利用業者が設置する産業廃棄物の再生利用の

ための施設をいう。）をいう。 

⑵ 産業廃棄物等関連施設の設置 産業廃棄物

等関連施設を新たに設置し、又はその構造若

しくは規模を変更することをいう。ただし、

設置又は変更に伴う環境保全上の支障が生ず

るおそれのないものとして規則で定めるもの

を除く。 

⑵ 産業廃棄物関連施設の設置 産業廃棄物関

連施設を新たに設置し、又はその構造若しく

は規模を変更（規則で定める変更を除く。）

することをいう。 

⑶ 事業者 産業廃棄物等関連施設の設置をし

ようとする者をいう。 

⑶ 事業者 産業廃棄物関連施設の設置をしよ

うとする者をいう。 

⑷ 関係地域 産業廃棄物等関連施設の設置に

伴い、環境の保全上の支障が生ずるおそれが

ある地域として、第６条第１項の規定により

市長が定める地域をいう。 

⑷ 関係地域 産業廃棄物関連施設の設置に伴

い、環境の保全上の支障が生ずるおそれがあ

る地域として、第６条第１項の規定により市

長が定める地域をいう。 

⑸ ＜省略＞ ⑸ ＜省略＞ 

⑹ 紛争 産業廃棄物等関連施設の設置に伴っ

て生ずるおそれのある環境の保全上の支障に

関して、関係住民と事業者との間で生ずる争

いをいう。 

⑹ 紛争 産業廃棄物関連施設の設置に伴って

生ずるおそれのある環境の保全上の支障に関

して、関係住民と事業者との間で生ずる争い

をいう。 



 

（事業者及び関係住民の責務） （事業者及び関係住民の責務） 

第４条 事業者は、産業廃棄物等関連施設の設置

に当たっては、関係地域の環境の保全に十分配

慮するとともに、関係住民との良好な関係を保

ち、紛争を未然に防止するよう努めなければな

らない。 

第４条 事業者は、産業廃棄物関連施設の設置に

当たっては、関係地域の環境の保全に十分配慮

するとともに、関係住民との良好な関係を保ち、

紛争を未然に防止するよう努めなければならな

い。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（事業計画書及び環境保全対策書の提出） （事業計画書及び環境保全対策書の提出） 

第５条 事業者は、規則で定めるところにより、

産業廃棄物等関連施設の設置に係る計画（以下

「事業計画」という。）について、次に掲げる

事項を記載した事業計画書（以下「事業計画書」

という。）を市長に提出しなければならない。 

第５条 事業者は、規則で定めるところにより、

産業廃棄物関連施設の設置に係る計画（以下「事

業計画」という。）について、次に掲げる事項

を記載した事業計画書（以下「事業計画書」と

いう。）を市長に提出しなければならない。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 産業廃棄物等関連施設の設置の場所 ⑵ 産業廃棄物関連施設の設置の場所 

⑶ 産業廃棄物を処理する産業廃棄物等関連施

設にあっては、次に掲げる事項 

 ア 産業廃棄物等関連施設の種類 

 イ 産業廃棄物等関連施設において処理する

産業廃棄物の種類 

 ウ 産業廃棄物等関連施設の処理能力（最終

処分場（廃棄物の処理及び清掃に関する法

律施行令（昭和４６年政令第３００号）第

７条第１４号に規定する最終処分場をい

う。以下同じ。）である場合にあっては、

埋立処分の用に供される場所の面積及び埋

立容量） 

 エ 産業廃棄物等関連施設の位置、構造等の

設置に関する計画 

 オ 産業廃棄物等関連施設の維持管理に関す

る計画 

 カ 最終処分場である場合にあっては、災害

防止のための計画 

⑶ 産業廃棄物関連施設の種類 

⑷ 汚染土壌を処理する産業廃棄物等関連施設 ⑷ 産業廃棄物関連施設において処理する産業



 

にあっては、次に掲げる事項 

 ア 産業廃棄物等関連施設の種類、構造及び

処理能力 

 イ 産業廃棄物等関連施設において処理する

汚染土壌の特定有害物質（土壌汚染対策法

第２条第１項に規定する特定有害物質をい

う。）による汚染状態 

廃棄物の種類 

 ⑸ 産業廃棄物関連施設の処理能力（最終処分

場である場合にあっては、埋立処分の用に供

される場所の面積及び埋立容量） 

 ⑹ 産業廃棄物関連施設の位置、構造等の設置

に関する計画 

 ⑺ 産業廃棄物関連施設の維持管理に関する計

画 

 ⑻ 最終処分場である場合にあっては、災害防

止のための計画 

⑸ ＜省略＞ ⑼ ＜省略＞ 

２ 事業計画書には、規則で定めるところにより、

当該産業廃棄物等関連施設を設置することが関

係地域の環境に及ぼす影響についての調査の結

果並びに当該調査の結果に基づく環境保全のた

めの措置及びその予想される効果を記載した書

類（以下「環境保全対策書」という。）を添付

しなければならない。 

２ 事業計画書には、規則で定めるところにより、

当該産業廃棄物関連施設を設置することが関係

地域の環境に及ぼす影響についての調査の結果

並びに当該調査の結果に基づく環境保全のため

の措置及びその予想される効果を記載した書類

（以下「環境保全対策書」という。）を添付し

なければならない。 

（関係地域の設定） （関係地域の設定） 

第６条 市長は、事業計画書及び環境保全対策書

（以下「事業計画書等」という。）の提出があっ

た場合は、関係地域を設定しなければならない。

この場合において、必要があると認めるときは、

瀬戸市産業廃棄物等対策委員会の意見を聴くこ

とができる。 

第６条 市長は、事業計画書及び環境保全対策書

（以下「事業計画書等」という。）の提出があっ

た場合は、関係地域を設定しなければならない。

この場合において、必要があると認めるときは、

瀬戸市産業廃棄物対策委員会の意見を聴くこと

ができる。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（意見の調整） （意見の調整） 

第１３条 ＜省略＞ 第１３条 ＜省略＞ 



 

２ 市長は、前項の意見の調整を行うときは、必

要に応じて、瀬戸市産業廃棄物等対策委員会に

諮問するものとする。 

２ 市長は、前項の意見の調整を行うときは、必

要に応じて、瀬戸市産業廃棄物対策委員会に諮

問するものとする。 

（環境保全協定の締結） （環境保全協定の締結） 

第１４条 事業者は、産業廃棄物等関連施設を設

置しようとするときは、法令等に基づく許可、

認可等の申請又は届出をしようとする前（法令

等に基づく許可、認可等の申請又は届出を要し

ない場合は、当該産業廃棄物等関連施設の設置

に着手しようとする前）までに、当該事業計画

の実施に係る環境保全に関する協定（以下「環

境保全協定」という。）を、関係地域内の自治

会等の地元組織と締結するものとする。ただし、

市長が特別の事由があると認める場合は、この

限りでない。 

第１４条 事業者は、産業廃棄物関連施設を設置

しようとするときは、法令等に基づく許可、認

可等の申請又は届出をしようとする前（法令等

に基づく許可、認可等の申請又は届出を要しな

い場合は、当該産業廃棄物関連施設の設置に着

手しようとする前）までに、当該事業計画の実

施に係る環境保全に関する協定（以下「環境保

全協定」という。）を、関係地域内の自治会等

の地元組織と締結するものとする。ただし、市

長が特別の事由があると認める場合は、この限

りでない。 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

（あっせん） （あっせん） 

第１７条 ＜省略＞ 第１７条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 市長は、第２項の規定によりあっせんを行う

ときは、瀬戸市産業廃棄物等対策委員会に諮問

するものとする。 

４ 市長は、第２項の規定によりあっせんを行う

ときは、瀬戸市産業廃棄物対策委員会に諮問す

るものとする。 

（あっせんの打切り） （あっせんの打切り） 

第１８条 市長は、あっせんに係る紛争について

当事者があっせんに応じないとき又は紛争の解

決の見込みがないと認めるときは、瀬戸市産業

廃棄物等対策委員会の意見を聴いたうえで、

あっせんを打ち切るものとする。 

第１８条 市長は、あっせんに係る紛争について

当事者があっせんに応じないとき又は紛争の解

決の見込みがないと認めるときは、瀬戸市産業

廃棄物対策委員会の意見を聴いたうえで、あっ

せんを打ち切るものとする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（勧告） （勧告） 

第１９条 市長は、事業者が次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、当該事業者に対し、

必要な措置をとるべきことを勧告することがで

きる。 

第１９条 市長は、事業者が次の各号のいずれか

に該当すると認めるときは、当該事業者に対し、

必要な措置をとるべきことを勧告することがで

きる。 



 

⑴ 産業廃棄物等関連施設の設置を行おうとし

ていることが確実であると認められるにもか

かわらず、事業計画書若しくは環境保全対策

書の提出をせず、又は虚偽の事業計画書若し

くは環境保全対策書の提出をしたとき。 

⑴ 産業廃棄物関連施設の設置を行おうとして

いることが確実であると認められるにもかか

わらず、事業計画書若しくは環境保全対策書

の提出をせず、又は虚偽の事業計画書若しく

は環境保全対策書の提出をしたとき。 

⑵及び⑶ ＜省略＞ ⑵及び⑶ ＜省略＞ 

（報告及び立入検査）  

第２０条の２ 市長は、この条例の施行に必要な

限度において、規則で定めるところにより、事

業者に対し必要な報告を求め、又は職員を産業

廃棄物等関連施設の設置の場所若しくは関係書

類の保管場所に立ち入らせ、当該施設、帳簿書

類その他の物件又は産業廃棄物若しくは汚染土

壌の処理の状況を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを

提示しなければならない。  

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪

捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

 

（瀬戸市産業廃棄物等対策委員会） （瀬戸市産業廃棄物対策委員会） 

第２１条 第６条第１項、第１３条第２項、第１

７条第４項及び第１８条第１項の規定による市

長の諮問等に応じ、調査審議するため、瀬戸市

産業廃棄物等対策委員会（以下「委員会」とい

う。）を置く。 

第２１条 第１３条第２項、第１７条第４項及び

第１８条第１項の規定による市長の諮問等に応

じ、調査審議するため、瀬戸市産業廃棄物対策

委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２から６まで ＜省略＞ ２から６まで ＜省略＞ 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例施行の際、現に瀬戸市土地利用調整条例（平成１０年瀬戸市



 

条例第２９号）第６条第３項の規定による開発行為等協議申請書が市長

に提出されている開発行為等については、この条例の規定は適用しない。 

 （瀬戸市産業廃棄物関連施設の運用の指導に関する条例の一部改正） 

３ 瀬戸市産業廃棄物関連施設の運用の指導に関する条例（平成１４年瀬

戸市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

   瀬戸市産業廃棄物等関連施設の運用の指導 

   に関する条例 

   瀬戸市産業廃棄物関連施設の運用の指導に 

   関する条例 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、産業廃棄物等関連施設の運

用の指導に関し、必要な事項を定めることによ

り、市民の健康を保護し、生活環境を保全する

ことを目的とする。 

第１条 この条例は、産業廃棄物関連施設の運用

の指導に関し、必要な事項を定めることにより、

市民の健康を保護し、生活環境を保全すること

を目的とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 産業廃棄物等関連施設 瀬戸市産業廃棄物

等関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整

に関する条例（平成１４年瀬戸市条例第１２

号。以下同じ。）第２条第１号に規定する産

業廃棄物等関連施設をいう。 

⑴ 産業廃棄物関連施設 産業廃棄物（廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第２条第４項に規定する産業

廃棄物をいう。以下同じ。）の積替え・保管

施設（産業廃棄物の収集若しくは運搬を業と

する者又は排出事業者が設置する保管場所が

１００平方メートル以上の積替え若しくは保

管を行う施設をいう。）、中間処理施設（廃

棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭

和４６年政令第３００号。以下「政令」とい

う。）第７条第１号から第１３号の２までに

規定する施設又は処分業（最終処分及び海洋

投入処分を除く。）の許可を受けた者が設置



 

する政令第７条第１号から第１３号の２まで

に規定する施設以外の施設をいう。）及び最

終処分場（政令第７条第１４号に規定する最

終処分場をいう。）をいう。 

⑵ 事業者 産業廃棄物等関連施設において産

業廃棄物の処理等を行っている者をいう。 

⑵ 事業者 産業廃棄物関連施設において産業

廃棄物の処理等を行っている者をいう。 

（市の責務） （市の責務） 

第３条 市は、環境汚染を未然に防止するため、

産業廃棄物等関連施設の運用について必要な措

置を講ずるものとする。 

第３条 市は、環境汚染を未然に防止するため、

産業廃棄物関連施設の運用について必要な措置

を講ずるものとする。 

（事業者の責務） （事業者の責務） 

第４条 事業者は、産業廃棄物等関連施設の運用

によって環境汚染及び災害が生じないよう努め

なければならない。 

第４条 事業者は、産業廃棄物関連施設の運用に

よって環境汚染及び災害が生じないよう努めな

ければならない。 

２ 事業者は、産業廃棄物等関連施設の運用に係

る苦情が生じた場合は、責任をもってその解決

に当たらなければならない。 

２ 事業者は、産業廃棄物関連施設の運用に係る

苦情が生じた場合は、責任をもってその解決に

当たらなければならない。 

（水質検査等の報告） （水質検査等の報告） 

第５条 市長は、必要があると認めるときは、事

業者に対し、保有水等集排水設備及び浸出液処

理設備から放流される水の水質検査、排ガス処

理設備から排出されるガスの検査並びに産業廃

棄物等関連施設及びその周辺の地下水の水質検

査、土壌検査及び悪臭検査を行わせ、その結果

を報告させることができる。 

第５条 市長は、必要があると認めるときは、事

業者に対し、保有水等集排水設備及び浸出液処

理設備から放流される水の水質検査、排ガス処

理設備から排出されるガスの検査並びに産業廃

棄物関連施設及びその周辺の地下水の水質検

査、土壌検査及び悪臭検査を行わせ、その結果

を報告させることができる。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（指導） （指導） 

第７条 市長は、産業廃棄物等関連施設の運用に

関して、環境汚染のおそれがある行為と認めら

れるときは、その行為をしている事業者に対し、

その行為を除去するために必要な措置を講ずる

よう指導することができる。 

第７条 市長は、産業廃棄物関連施設の運用に関

して、環境汚染のおそれがある行為と認められ

るときは、その行為をしている事業者に対し、

その行為を除去するために必要な措置を講ずる

よう指導することができる。 

 （瀬戸市土地利用調整条例の一部改正） 



 

４ 瀬戸市土地利用調整条例（平成１０年瀬戸市条例第２９号）の一部を

次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 産業廃棄物等関連施設 瀬戸市産業廃棄物

等関連施設の設置に係る紛争の予防及び調整

に関する条例（平成１４年瀬戸市条例第１２

号。以下同じ。）第２条第１号に規定する産

業廃棄物等関連施設をいう。 

⑷ 産業廃棄物関連施設 産業廃棄物（廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第２条第４項に規定する産業

廃棄物をいう。以下同じ。）の積替え・保管

施設（産業廃棄物の収集若しくは運搬を業と

する者、排出事業者又は再生利用業者（廃棄

物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭

和４６年厚生省令第３５号）第９条第２号又

は第１０条の３第２号に規定する指定を受け

ようとする者及び既に指定を受けている者を

いう。以下同じ。）が設置する保管場所が１

００平方メートル以上の積替え若しくは保管

を行う施設をいう。）、中間処理施設（廃棄

物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和

４６年政令第３００号。以下「令」という。）

第７条第１号から第１３号の２までに規定す

る施設又は処分業（最終処分及び海洋投入処

分を除く。）の許可を受けた者が設置する令

第７条第１号から第１３号の２までに規定す

る施設以外の施設をいう。）、最終処分場（令

第７条第１４号に規定する最終処分場をい

う。）及び再生利用のための施設（再生利用

業者が設置する産業廃棄物の再生利用のため

の施設をいう。）をいう。 



 

⑸ 事業区域 開発行為、建築行為及び産業廃

棄物等関連施設の設置（以下「開発行為等」

という。）を行う土地の区域をいう。 

⑸ 事業区域 開発行為、建築行為及び産業廃

棄物関連施設の設置（以下「開発行為等」と

いう。）を行う土地の区域をいう。 

⑹ ＜省略＞ ⑹ ＜省略＞ 

（意見聴取等） （意見聴取等） 

第７条 ＜省略＞ 第７条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 事業者のうち産業廃棄物等関連施設の設置を

行うものは、前２項の規定にかかわらず、瀬戸

市産業廃棄物等関連施設の設置に係る紛争の予

防及び調整に関する条例に基づき意見聴取等を

行うものとし、行われた意見聴取等は本条例に

基づく意見聴取等の手続きとみなす。 

３ 事業者のうち産業廃棄物関連施設の設置を行

うものは、前２項の規定にかかわらず、瀬戸市

産業廃棄物関連施設の設置に係る紛争の予防及

び調整に関する条例（平成１４年瀬戸市条例第

１２号）に基づき意見聴取等を行うものとし、

行われた意見聴取等は本条例に基づく意見聴取

等の手続きとみなす。 

（適用除外） （適用除外） 

第８条 前２条の規定は、次に掲げるものについ

ては適用しない。 
第８条 前２条の規定は、次に掲げるものについ

ては適用しない。 

⑴ １，０００平方メートル未満の事業区域で

行われる開発行為等（産業廃棄物等関連施設

の設置を除く。） 

⑴ １，０００平方メートル未満の事業区域で

行われる開発行為等（産業廃棄物関連施設の

設置を除く。） 

⑵ 既存の建築物（産業廃棄物等関連施設を除

く。）の増築又は改築 
⑵ 既存の建築物（産業廃棄物関連施設を除

く。）の増築又は改築 

⑶から⑹まで ＜省略＞ ⑶から⑹まで ＜省略＞ 

 


